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表1 中小企業の研究開発投資決定要因 (最小自乗法) 




































































































付け」を行っている。つまり、not choosing special target between the area, but trying to bring
get together within the area, trough re-orientationという思想で動いている。何故なら、特別
な投資分野を「選ぶ」（ choosing special target between the area）を行うと、選ばれなかった分
野が次世代を育てられないためである。次世代の成長の可能性を保つ（maintain the













































































方向性を考える会議（９７年３月のNISTEPワークショップ：Strategic Models for the















で公表される予定である。（１）単行本の発行、（２）Sicnece and Public Policy誌の特集号、
（３）Industry and Higher Education誌（UNESCO助成）の特集号、（４）Latin American Studies
のシリーズのなかの本の出版 
（備考：本会議の主催者の１人は本年３月にSTA国際客員研究官として２週間NISTEPに滞在する予定であ
る。「The Triple Helix of University-Industry-Government Relations」という演題で、所内講演会が企画され
る予定。）
研究所からの個別発表に対する反応としては、（１）The Future Location of Knowledge
Differentiation and Integration in Academic, Public, and Private Sectors: From the Point of
View of "Validation Boundary" Problem. という発表については、OECDのS&T Policy
Divisionの方から、「科学者共同体の特徴を記述する概念：policy-makingする際のguidelineと
してまとめたらどうか。」というコメントを得た。（２）Concept Evolution in Science and









は、Industrial Research Institute, NSF, Bethlehem Steel(工場見学を含む), Chrysler(工場見
学を含), アリゾナ州立大学リサーチ・パーク, Arizona Technology Incubator, Boeing(工場見
学を含む), SDC(Strategic Decisions Group), Clarent Corp(ベンチャー・ビジネス), Center for


























































































































































































3月18日（水） 9:00 セッション４ 技術開発と企業創出のための場
J. Moersito（インドネシア、技術評価応用庁）
Nuna Almanzor（フィリピン、産業技術開発研究所）
千川純一（兵庫県先端科学技術支援センター、日本）
10:00〜10:30 ディスカッション 
（10:30〜10:50 休憩）
10:50〜11:50 総括討論 −国際地域間連携のあり方−
11:50 閉会挨拶
國谷実 科学技術政策研究所 総務研究官
12:00 播磨科学公園都市視察へ
（担当：第３調査研究グループ 柿崎 (03-3581-2419)）
．最近の動き／Current Trends
科学技術政策研究所における研究評価
企画課
科学技術政策研究所では、「国の研究開発全般に共通する評価の実施方法の在り方につい
ての大綱的指針」（平成９年８月７日内閣総理大臣決定）を踏まえた研究評価を行うため、「科
学技術政策研究所における研究評価のための実施要領」を策定いたしました。 
本要領では、機関の評価、調査研究課題の評価、評価結果の取り扱い等が定められていま
す。機関評価は、その運営全般（調査研究課題全般を含む）を対象として、研究所外部から選
任された評価者から成る機関評価委員会によって、原則として３年毎に定期的に実施すること
としています。 
科学技術政策研究所では、今後、本実施要領に基づき、本年中に機関評価委員会を設置し、
機関評価を行っていく予定です。また、この評価結果については、インターネット等を通じて公
開していく予定です。
○ 海外出張 
1/6-12 藤垣第２研究グループ主任研究官（米国）
1/13-25 渡辺第３調査研究グループ総括上席研究官
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1/31-2/7 桑原第４調査研究グループ総括上席研究官
編集後記
新しい題字の印象はいかがでしたでしょうか
かってアメリカで学ばれた方の、教育についての興味ある話を聞く機会がありました。 その方
の教室では、一つのテーマに基づき議論が延々となされるが、単位取得の段階では、教室で
の議論の結果が全くテストされない、他のどの教室でも同様である、従って、自分で本を読む
ことにより教室での議論に耐え、かつテストにも耐える知識をカバーしなければならない、そ
のため、本を読む時間が必要で、土曜日曜を予習に費やしても足りない、と言ったようなもの
でした。
日本の教室の場合ですと、問題が示され、場合によってはその解答が示され、その問題がテ
ストされる場合が多いように思います。
フロントランナーとしての日本のあり方がしばしば言われていますが、モデルなき時代を牽引
した国における教育のありかたの一端を示しているような気がします。
さて、政策研ニュースでは、所長の持論である「一般の読者にわかりやすく、専門家にも通じ
る内容」のニュースをタイムリーに発信すべく心しています。今月は報告書二題の紹介を中心
に置いて二つの研究会報告、アジア圏「地域に係る国際シンポジウム」のご案内、その他を掲
載しました。国際シンポジウムは通訳が付きますのでどうぞご参加下さい。(Y)
トップへ
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